
三重県豚コレラワクチン接種プログラム素案（令和元年10月1日）

ワクチン接種推奨地域に設定された本県は、飼養衛生管理の徹底を図って

も豚コレラ感染いのししから豚等への豚コレラの感染防止が困難と認められる

下記の地域について、以下の事項を含むワクチン接種プログラムを作成する。

1接種命令の対象区域の範箇及び範囲の考え方

三重県全域

（範囲の考え方）

－令手口元年9月30日現在、県内で豚コレラ陽性いのししが発見された市町は

岐阜県境に接したいなべ市、桑名市のみであるが、三重県の地形上、大き

く分断された地域がないことから、野生いのししが県全域に拡散することが

懸念される。このことから、三重県全域を接種命令対象区域と考えることが

妥当である。

2 接種開始及び初回接種終了予定時期

令和元年10月中旬～10月下旬頃（15日間程度）

3 接種対象頭数及び必要となるワクチンの数量の見込み（初回接種持）

接種対象頭数：98,000頭

必要となるワクチンの数量の見込み：98,000ドース、 4,900箱（20頭／箱）

4 対象区域内における農場の接種の進め方（家畜防疲員の確保を含む。）

－家畜防疫員（獣医師）による接種、並びに農林水産部を中心とした県職員

等による接種補助。

－野生いのししからの感染の危険性が高い北勢地域の農場から！｜良次、接種

を行う0

・初回の接種以降、月1回を目途に新たに生まれた離乳豚（概ね30～60日

齢）へ接種を行う。

5法第7条に基づく標識の方法

原則、ワクチン接種後に、養豚農家が行うものとする。

6 接種農場の出荷先となると畜場

四日市市食肉センター（三重県）、三重県松阪食肉流通センター（三重県）



なお、ワクチン接種後も県内の養豚農場が出荷を予定している以下の県

外のど畜場においては、本県からと畜場の所在する府県において交差汚染

防止対策が講じられていることの確認を行っていただくよう要誇を行い、交

差汚染防止対策が講じられていることが確認された場合は、出荷が認、めら

れることとなる。（今後の調整事項）

・名古屋市南部と畜場（愛知県）

－大阪市食肉処理場（大阪府）

．西宮市食肉センター（兵庫県）

・奈良県食肉センター（奈良県）

・京都市と畜場（京都府）

7 ワクチン接種に係る正確な情報提供に関する事項

(1）飼養頭数等の事前届出

接種農場は、接種に先立ち、飼養頭数、年間出荷計画等の事項につい

て、家畜保健衛生所に届出を行う。また、届出内容に変更が生じた場合は、

その都度家畜保健衛生所に届出を行う。

(2）ワクチン接種時の留意点

家畜防疫員は、短時間に迅速かっ確実に接種し、接種した豚等にスプレ

ー等でマーキングして接種漏れがないよう注意する。農場から他の農場やと

畜場に移動する場合には、法第7条に基づき確実に標識を付す。

(3）豚等の管理

接種農場は、（1）の届出に従いワクチン接種豚台i擦を作成し、接種対象豚

等の全てについて、生産自、生産農場、導入札出荷目、出荷先及び豚コレ

ラワクチンの接種歴を記録する。

8 接種地域における遵守事項等の実施を担保する体制

接種農場を管轄する家畜保健衛生所、農林水産事務所による必要な書類

の確認、並びに家畜保健衛生所による必要な検査を実施する。

9 その他ワクチン接種に当たり講じる措置の内容

(1）移動の管理

接種農場は、当該農場からの豚等の移動等による豚コレラワイルスの拡散

のおそれが否定できないことから、次に掲げるものの移動の管理を、（2）に定

めるところにより実施する。

①生きた豚等

②当該農場で採取された精液及び受精卵
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＠豚等の死体

④豚等の排准物

⑤敷料

＠飼料、家憲飼養器具等

(2）移動の管理の方法

①生きた豚等（と畜場出荷を除く。）、精液、受精卵、豚等の死体、豚等の排

f世物等、敷料については、原則として、接種地域内の農場等への移動・流
通に限る。

②焼却、埋却、化製処置、堆肥化処理又は消毒を目的とした、豚等の死体、

豚等の排せっ物、敷料、飼料、家畜飼養器具等の接種地域外の焼却施設

その他の必要な施設への移動は、以下の要件を満たす場合に限る。

ア飼養されている豚等に臨床的に異状がないこと

イ接種地域外の焼却施設その他移動先の施設において、豚コレラウイノレ

スを拡散させない措置が講じられていることが、当該施設が所在する都

道府県により確認されていること

ウ当該移動に当たって、車両消毒、移動対象物からの周辺環境等への

汚染の防止等豚コレラウイルスを拡散させない措置が講じられているこ

とが、接種農場が所在する都道府県により確認されていること

＠生きた豚のと畜場への出荷は、原郎として、接種地域内のど畜場への移動

に限定する。

④生きた豚等の接種地域以外のと畜場への出荷は、出荷先のと畜場の所在

する都道府県が交差汚染防止対策の実施を確認した場合に限定する。こ

の場合において、三重県は、当該と畜場が所在する都道府県に対して交

差汚染防止の実施の確認を要請する。
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別添4

三重県水産業及び漁村の振興に関する条例（仮称）中間案

( 1 ）目的

この条例は、水産業及び漁村の振興に関し、基本理念を定め、並びに県の

責務及び、水産業者等、県民等の役割を明らかにするとともに、県の施策の基

本となる事項を定めることにより、水産業及び漁村の振興に関する施策を

総合的かつ計画的に推進し、もって水産業の健全な発展及び豊かで活力の

ある漁村の構築を図ることを目的とすることとします。

(2）定義

この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。

①水産業漁業及び水産加工業をし、う。

②水産業者等水産業を営む者主主びにこれらの者が組織する団体をいう。

( 3）基本理念

水産業及び漁村の振興は、将来にわたって、水産業が安定的に継続され、

県民が豊かな県産水産物のすばらしさを実感していることが重要であるこ

とにかんがみ、次に掲げる事項が推進されることを慕本とします。

一 将来にわたって、漁業が継続的に行われ漁業者が一定以上の所得を

確保しているよう、水域環境の保全を図りながら、水産資源の適切な管

理に基づく維持及び増大を進めるとともに、競争力のある養殖業が確

立されること。

二 さまざまな世代の漁業者が生き生きと働き、次の世代に継承できる

魅力ある水産業及び漁村が確立しているよう、多様な意欲ある若者が

漁業に就業し、漁業技術が伝承され、漁業者自らが高い付加価値を創出

する水産業者等の経営カが強化されること。

三 災害に強く持続的な生産性が高い水産業と安心で快適な漁村が構築

されるよう、災害に強く生産性が高い水産基盤の整備及び活力ある漁

村づくりがされること。

(4）県の責務

ア 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念j という。）にのっとり、



水産業及び漁村の振興に関する施策を策定し、園、市町及び水産業者等と連

携を図りながら、その施策を着実に実施する責務を有します。

イ 県は、水産に関する情報の提供等を透じて、水産業及び漁村の振興に関す

るl奈良の理解を深めるよう努めます。

( 5）水産業者等の役割j

水産業者等は、水産業及びこれらに関する活動を行うにあたっては、自ら

が水産業及び漁村の振興を図る主体であることの認識の下、相互に連携し

て、基本理念の実現に主体的に取り組むよう努めることとします。

( 6 ）県民等の役割

ア 県民は、水産業及び漁村並びに本県産の水産物に関する理解を深め、水産

物に関する消費生活の向上及び水域環境の保全に努めることとします。

イ 県内の水域において遊漁その他の余暇活動を行う者及びこれに関する事

業を営む者は、航行等の秩序を守るとともに、漁業制度に関する理解を深め

漁業生産活動及び水域環境に影響を与えないよう努めることとします。

(7）財政上の措置

県は、水産業及び漁村の振興に関する施策を実施するため、必要な財政主

の措置を講ずるよう努めることとします。

12 基本計画1

ア 知事は、水産業及び漁村の振興に関する施策の総合的かっ計画的な推進

を図るための基本的な計画（以下「基本計画Jとし、う。）を定めます。

イ 基本計画は、次に掲げる事項について定めます。

水産業及び漁村の振興に関する基本的な方針及び主要な目標

二水産業及び漁村の振興に関する基本的施策

三水産業及び漁村の振興に関する施策を総合的かっ計画的に推進する

ために必要な事項

ワ 知事は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ広く県民に意見を
聴くとともに、議会の議決を経ることとします。

エ 知事は、基本計爾を定めたときは、遅滞なく、これを公表します。

オ知事は、毎年一回、基本計画に基づく施策等の実施状況について公表しま

す。

カ 知事は、水産業及び漁村をめぐる情勢の変化を勘案し、おおむね五年ごと
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に、基本計爾の見直しを行い、必要な変更を加えるものとします。

キ 上記ウ及びエの規定は、基本計画の変更について準用するものとします。

13 水産業及び漁村の振興に関する基本的施策｜

( 1 ）水産資源の維持及び増大並びに競争力のある養殖業の構築

①水産資源の維持及び増大

ア 県は、水産資源の適切な保存及び管理を図るため、科学的知見を踏

まえた漁獲量及び漁獲努力量の管理、漁業者への指導及び監督、遊漁

に係る秩序の形成、密漁、対策その他の必要な措置を講じます。

イ 県は、栽培漁業の推進を図るため、適正な規模による種苗の生産及び

放流並びに放流した水産資源の保護その他の必要な措置を講じます。

ウ 県は、水産資源に関する調査及ひや研究の推進を図るため、海況や漁況

に関する調査及び研究その他の必要な措霞を講じます。

②競争力のある養殖業の構築

ア 県は、安全で安心な養殖水産物の安定供給を図るため、まん延防止等

の適切な疾病対策、養殖環境の保全、生産履歴情報の保管及び開示の促

進その他の必要な措置を講じます。

イ 県は、安定的かっ収益性の高い養殖経営の確立を図るため、養殖水産

物の需要拡大、需要に見合った生産及び新たな技術の導入の支援その

他の必要な措置を講じます。

(2）多様な担い手の確保及び育成並びに経営カの強化

①多様な担い手の確保及び育成

県は、水産業の多様な担い手の確保及び育成を図るため、水産業の魅力

の発信、就業希望者の受入環境の整備、労働環境の改善、水産業と福祉の

連携の促進、水産業者の漁業又は加工の技術並びに経営管理能力の向上

その他の必要な措置を講じます。

②安定した経営体の育成

県は、安定した経営体の育成を図るため、収益性の高い施設の導入、事

業の共同化及び拡大の促進、地域の水産物の活用に関する漁業及び水産

加工業の連携の促進その他の必要な措置を講じます。
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③協同組合組織の経営の安定

県は、水産業に係る協同組合組織の経営の安定を図るため、組織及び事

業の強化及び充実、合併等再編の促進その他の必要な措置を講じます。

④高い付加価値の創出

県は、本県産の水産物の競争力の強化を図るため、高付加価値化、六次

産業化、観光等具業種との連携、衛生管理の高度化、流通の効率化、輸出

促進その他の必要な措置を講じます。

(3）災害に強く生産性が高い水産基盤の整備及び活力ある漁村の構築

①水産業の基盤の整備

県は、災害に強く生産性が高い水産業の構築を~るため、漁港及び漁村

の訪災及び減災対策、漁港及び漁場並びに流通加工施設の整備その他の

必要な措置を講じます。

②水産動植物の生育環境の保全、改善及び創造

県は、水産動植物の生育環境の保全、改善及び創造を劉るため、藻場や

干潟の造成、漁業者等が行う藻場や千潟等の保全活動の促進その他の必

要な措霞を講じます。

③活力ある漁村の構築

県は、活力ある漁村の構築を図るため、漁村文化の継承及び景観の保全

等多面的機能の発揮、観光業との連携の強化、漁港施設等の利用秩序の形

成及び有効活用の促進その他の必要な措置を講じます。

④内水面域の活性化

県は、内水面域の活性化を図るため、内水面資源の保全及び活用、漁場

環境の保全及び管理その他の必要な措霞を講じます。

( 4）その他

①技術の研究開発の推進及び普及

県は、水産に関する技術の研究開発の推進及び普及を図るため、園、大

学、民間企業その他言明貴研究機関との連携の強化、水産分野に応用が可能

な技術又は研究を活用した先端的な研究開発の推進及び成果の普及その

他の必要な措置を講じます。
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②県民の理解の促進

県は、県民の水産業及び漁村の振興への理解を図るため、情報の提供、

学習機会の充実、地産地消の推進、魚食の普及その他の必要な措置を講じ

ます。
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